
独立行政法人国立病院機構横浜医療センターにおける 
入院セット等レンタルサービス運営者の公募の公示 

  
 
 令和７年４月１日からの独立行政法人国立病院機構横浜医療センター（以下「当センター」
という。）内における患者サービスの向上を図るため、入院セット等レンタルサービスの運営
者（以下「運営者」という。）を公募することとしますので、希望する者は次のとおり企画書
及び貸付料等にかかる見積書（以下「見積書」という。）を提出願います。 
 
 
 令和７年１月１０日 
 
                    独立行政法人国立病院機構横浜医療センター 
                                院長 宇治原   誠 
 
 
１．事業概要 
（１）事業名 
   独立行政法人国立病院機構横浜医療センターにおける入院セット等レンタルサービス運

営事業 
 
（２）運営内容 
   運営者は、当病院長が指定する病院建物の一部を有償で借り受け、患者のための入院セ 

ットのレンタルを実施する。 
 
（３）貸付（運営）期間 
   令和７年４月１日～令和１２年３月３１日（５年間） 
   本貸付契約は、契約期間の満了をもって契約は終了し、更新はない。 
 
２．参加資格、選定基準及び評価基準 
（１）企画書及び見積書の提出者に要求される資格 
   独立行政法人国立病院機構会計規程（以下「会計規程」という。）及び独立行政法人 
   国立病院機構契約事務取扱細則（以下「契約事務取扱細則」という。）の規定による 
   ほか、次に掲げる条件を全て満たしている者であること。 
  ①厚生労働省競争参加資格（全省統一資格）において「物品の販売」又は「役務の提供」 
   のＡ、Ｂ、Ｃ又はＤの等級の競争参加資格（関東・甲信越地域）を有するものであるこ 

と。 
  ②自社もしくは洗濯業務を実施する提携会社が医療関連サービスマーク認定を有するこ 

と。 
③自社もしくは洗濯業務を実施する提携会社が、寝巻類・タオル類の専門洗濯工場を完備 
していること。 

④２００床以上の神奈川県内病院における患者向け入院セットレンタル事業の業務実績を 
有すること。 

⑤賠償責任保険に加入していること。 
  ⑥法人等の財政状況、損益状況及び資金状況に問題がないこと。 
  ⑦不正及び不誠実な行動がないこと。 
 
（２）企画書及び見積書を特定するための評価基準 



  ①：企画書の提出者の能力 
    同種又は類似業務の実績、その他主要業務の実績 
  ②：担当予定スタッフの能力 
    スタッフ数、当該業務に必要な資格及び業務経験、同種又は類似業務の実績、その 
   他主要業務の実績 
  ③：当該事業の運営方針等 
    運営方針・運営方法の妥当性、職員配置計画の妥当性、当該運営に対する取組意欲 
  ④：運営者からの提案 
    企画の適格性、企画の創造性、企画の現実性 
  ⑤：賃貸料等見積の妥当性 
    貸付料や販売手数料 
 
３．手続等 
（１）担当課・係 
   〒２４５－８５７５ 神奈川県横浜市戸塚区原宿３－６０－２ 
     独立行政法人国立病院機構横浜医療センター 
      事務部企画課 業務班長 藤原 
       電話０４５－８５３－８３７０（直通） 
 
（２）説明書の交付期間及び場所 
  ①：交付期間 
    令和７年１月１０日（金）から令和７年２月５日（水）まで 
    （ただし、行政機関の休日の関する法律（昭和６３年法律第９１号）第１条に規定 
     する行政機関の休日は除く。） 
  ②：交付場所 
    「（１）」に同じ 
 
（３）参加希望者の登録期限、場所及び方法 
  ①：登録期限 
    令和７年２月５日（水） １５時００分 
  ②：登録場所及び方法 
    「（１）」に同じ（別紙「応募申込書」を持参又は郵送） 
 
（４）企画書及び見積書の提出期限、場所及び方法 
  ①：提出期限 
    令和７年２月５日（水） １５時００分 

②：提出場所及び方法 
    「（１）」に同じ（持参又は郵送） 
 
（５）開札の日時及び場所 
    令和７年２月１２日（水） １４時００分 
    当センター ２Ｆ 院内会議室 
   開札は原則として公募型企画競争入札参加者又はその代理人又はその復代理人が出席 
  して行うものとする。従って公募型企画競争入札参加者又はその代理人又はその復代  
  理人が立ち会わないときは、入札執行に関係のない当院職員を立ち会わせてこれを行  
  うので、開札日の前日までにその旨連絡すること。 
 
４．契約に係る情報の公表 



  独立行政法人が行う契約については、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」
（平成２２年１２月７日閣議決定）において、独立行政法人と一定の関係を有する法人と契
約をする場合には、当該法人への再就職の状況、当該法人との間の取引等の状況について情
報を公開するなどの取組を進めるとされているところです。 

  これに基づき、以下のとおり、当機構との関係に係る情報を当機構のホームページで公表
することとしますので、所要の情報の当方への提供及び情報の公表に同意の上で、応札若し
くは応募又は契約の締結を行っていただくよう御理解と御協力をお願いいたします。 

  なお、案件への応札若しくは応募又は契約の締結をもって同意されたものとみなさせてい
ただきますので、ご了知願います。 

  また、応札若しくは応募又は契約の締結を行ったにもかかわらず情報提供等の協力をして
いただけない相手方については、その名称等を公表させていただくことがあり得ますので、
ご了知願います。 

（１） 公表の対象となる契約先 
  次のいずれにも該当する契約先 

①：当機構において役員を経験した者（役員経験者）が再就職していること又は課長相当 
職以上の職を経験した者（課長相当職以上経験者）が役員、顧問等として再就職してい 
ること 

  ②：当機構との間の取引高が、総売上高又は事業収入の３分の１以上を占めていること 
※ 予定価格が一定の金額を超えない契約や光熱水費の支出に係る契約等は対象外 

（２）公表する情報 
  上記に該当する契約先について、契約ごとに、物品役務等の名称及び数量、契約締結日、
契約先の名称、契約金額等と併せ、次に掲げる情報を公表します。 
①：当機構の役員経験者及び課長相当職以上経験者（当機構ＯＢ）の人数、職名及び当機 
 構における最終職名 
②：当機構との間の取引高 

  ③：総売上高又は事業収入に占める当機構との間の取引高の割合が、次の区分のいずれか 
   に該当する旨 
    ３分の１以上２分の１未満、２分の１以上３分の２未満又は３分の２以上 
  ④：一者応札又は一者応募である場合はその旨 
（３）当方に提供していただく情報 
  ①：契約締結日時点で在職している当機構ＯＢに係る情報（人数、現在の職名及び当機構 
   における最終職名等） 
  ②：直近の事業年度における総売上高又は事業収入及び当機構との間の取引高 
（４）公表日 
  契約締結日の翌日から起算して原則として７２日以内 
 
５．その他 
（１）虚偽の内容が記載されている参加資格確認書類又は企画書及び見積書は、無効 
（２）契約書作成の要否・・・・・要 
（３）企画書のヒアリング・・・・必要に応じて実施 
（４）関連情報を入手するための窓口・・・・・上記「３．（１）」に同じ 
（５）詳細は、説明書による 


